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GXリーグにおけるサプライチェーンでの取組のあり方に関する研究会



GXリーグ参画要件
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次期GXリーグの参画要件

• 次期GXリーグの参画要件として、以下の２点を企業に対して求めることとする。

① Scope１及びScope２の排出量の算定に関する事項

② GX需要創出等に係る取組に関する事項

• ②の中から2030年までに企業自らがコミットする取組を具体的な取組例の中から２つ以上選択することを要件とする

A）GX製品・サービスの需要創出
1. GX率先実行宣言の実施
2. GX製品・サービスの積極的調達・販売
3. 調達に関するアライアンスの発起又は参画

B) 大企業とサプライヤーとの連携
1. GXに係るコスト負担に関する協議と合意
2. キャパビル支援・人的支援・技術支援
3. 設備投資支援
4. 削減に取り組むサプライヤーの積極評価
5. CFPの算定やScope３の算定・目標設定 等

C) ファイナンス面の取組
1. サステナブルファイナンス等の実

施（金利優遇等）
2. 金融機関等の支援機関によるエン

ゲージメントの実施
3. CT国債の購入

• 自社のScope１及びScope２の2030年度の排出削減目標の設定及びその進捗状況の報告・公表
※自主的な排出量取引は2026年度以降は実施しない。ETS対象者は移行計画の写しの提出により代替可能。

② GX需要創出等に係る取組

①Scope１及びScope２の排出量の算定



• 現状、GXリーグ参画企業が温対法に基づくSHK制度上の特定事業者でもある場合、排出量の算
定・報告等をGXリーグとSHK制度それぞれの様式に則って提出しなければならず、企業の事務
負担が大きい。

• そこで、企業の負担軽減のため、次期GXリーグにおいてはSHK制度と様式を統一した上で、
企業が同じ資料を次期GXリーグ事務局とSHK制度事務局に提出。

• 企業の排出量は次期GXリーグ事務局のHPで公表するとともに、年度ごとの変化等の詳細は
SHK制度のHPで公表することとする。
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参画要件① Scope１,２の排出量の算定（SHKとの連携）

〈現在のSHK制度HP〉〈次期GXリーグでの算定報告のイメージ〉

②企業が結果を提出①企業がEEGS上で算定

SHK制度事務局
（EEGS上で提出）

次期GXリーグ事務局
（EEGS上でCSV形式等へ出力して別途提出）



• GX率先実行宣言とは、 GXに貢献するGX製品の需要家を積極的に評価する枠組み。

• 我が国のGX投資の予見性を高めることで積極的なGX投資を引き出しつつ、需要サイドからGX
に取り組む宣言企業が自社の評価を高めながら日本のGXを牽引することを目的としている。
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参画要件②-A-1 GX率先実行宣言

GXリーグHP（https://gx-league.go.jp/news/20250228/）

https://gx-league.go.jp/news/20250228/


• 日本鉄鋼連盟においてとりまとめている製品別のCFPの算定ガイドラインのように、業界内で
合意された基準を満たす等の客観性が認められるGX製品・サービスの調達・販売を促す。
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参画要件②-A-2 GX製品・サービスの積極的な調達・販売

（経済産業省）GX推進のためのグリーン鉄研究会 第2回 フォローアップ会合 事務局資料（ https://www.meti.go.jp/shingikai/mono_info_service/green_steel/follow_up/pdf/002_03_00.pdf）
（日本鉄鋼連盟）鉄鋼製品に関する カーボンフットプリント 製品別算定ガイドライン（ https://www.jisf.or.jp/business/ondanka/kouken/greensteel/documents/steelcfpguideline_final.pdf）

日本鉄鋼連盟が策定した「鉄鋼製品に関するカーボンフットプリント製品別算定ガイドライン」では、非
化石電力鋼材をGXスチールと区別した上で間接的に脱炭素に寄与するものとして位置付け。

https://www.meti.go.jp/shingikai/mono_info_service/green_steel/follow_up/pdf/002_03_00.pdf
https://www.jisf.or.jp/business/ondanka/kouken/greensteel/documents/steelcfpguideline_final.pdf


• 特定の個社や業界がGX製品・サービスの調達を行うだけなく、業種横断でGX製品・サービス
の需要家としての企業が集まり、共同して調達を進めることで、需要を見える化することが出
来る。 （第４回GXL研究会資料）

• こういった需要を束で捉える事を念頭としたアライアンスの発起又は参画が考えられる。
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参画要件②-A-3 調達に関するアライアンスの発起又は参画

第４回研究会森原様提出資料（https://www.meti.go.jp/shingikai/energy_environment/gx_league/pdf/004_04_00.pdf）

https://www.meti.go.jp/shingikai/energy_environment/gx_league/pdf/004_04_00.pdf
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参画要件②-B-2 キャパビル支援・人的支援・技術支援

• 大和ハウスは、主要サプライヤーと削減目標を共有し、サプライヤーのGXの取組状況や目標

設定を踏まえてエンゲージメントに取り組んでいる。

2024年9月GXスタジオ大和ハウス講演資料
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参画要件②-B-2 キャパビル支援・人的支援・技術支援

230823_【GXリーグ】GXスタジオ_プレゼンテーション_デンソー（提出）.pptx

• デンソーは、サプライチェーン上の部品製造において削減ノウハウを展開し、サプライヤー

とともに排出削減目標達成を目指す。

• サプライヤーに対して課題を共有し、必要な支援を構築する。

https://metijapan.sharepoint.com/:p:/r/sites/mROOM_241000002/_layouts/15/Doc.aspx?sourcedoc=%7BA9FAF654-B064-46B0-91CC-80FA8B50DAD5%7D&file=230823_%E3%80%90GX%E3%83%AA%E3%83%BC%E3%82%B0%E3%80%91GX%E3%82%B9%E3%82%BF%E3%82%B8%E3%82%AA_%E3%83%97%E3%83%AC%E3%82%BC%E3%83%B3%E3%83%86%E3%83%BC%E3%82%B7%E3%83%A7%E3%83%B3_%E3%83%87%E3%83%B3%E3%82%BD%E3%83%BC%EF%BC%88%E6%8F%90%E5%87%BA%EF%BC%89.pptx&action=edit&mobileredirect=true


• セブンーイレブン・ジャパンは、サプライチェーン上の食品工場に対して、自社の小売店舗で
のノウハウを活かして、太陽光発電設備の導入支援を実施。 （第２回GXL研究会資料）

• また、日本商工会議所の中小企業に対するアンケートでは、取引先から約26％の中小企業が脱
炭素に関する支援を受けており、そのうち約19％は技術的支援（人的支援含む。）、約５%は
金銭的支援を受けており、サプライチェーン全体での取組が広がり始めている。（第３回GXL
研究会資料）
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参画要件②-B-3 設備投資支援

第２回研究会斯波委員提出資料（https://www.meti.go.jp/shingikai/energy_environment/gx_league/pdf/002_05_00.pdf）

第３回研究会大下委員提出資料（https://www.meti.go.jp/shingikai/energy_environment/gx_league/pdf/003_04_00.pdf）

https://www.meti.go.jp/shingikai/energy_environment/gx_league/pdf/002_05_00.pdf
https://www.meti.go.jp/shingikai/energy_environment/gx_league/pdf/003_04_00.pdf


11

参画要件②-B-4 削減に取り組むサプライヤーの積極評価

第４回研究会森原様（ https://www.tokyo-cci.or.jp/carbon_neutral/gather/）

• イオンリテール株式会社は、Scope１,２,３の算定をするサプライヤーの拡大に向けて、オン
ライン勉強会や取組が進んでいる上位約160社へアンケートを行いサプライヤーエンゲージメ
ントを実施。 （第３回GXL研究会資料）

https://www.tokyo-cci.or.jp/carbon_neutral/gather/
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• 花王は、サプライヤーに対して問題点の見える化や評価ステップを設ける等のフィードバッ

クを実施。また、「お取引先表彰制度」を行い優秀な取引先を表彰している。

• パナソニックグループは、サプライチェーン内全てのプロセスを対象に優良事例を表彰し、

サプライヤーへ共有している。

参画要件②-B-4 削減に取り組むサプライヤーの積極評価

2023年8月GXスタジオ中小企業庁講演資料



• ゴールドウインは、製品あたりのCFPを算定、削減計画を策定しCFPの低減を実施。

• また、Scope１,２だけでなくScope３の算定を行い、2030年までにアパレル製品の製造及び
調達による排出を25％削減、2050年ネットゼロに向けて取組を進めている。 （第２回GXL研
究会資料）
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参画要件②-B-5 CFPの算定やScope３の算定・目標設定

第４回研究会勝田委員提出資料（https://www.meti.go.jp/shingikai/energy_environment/gx_league/pdf/002_04_00.pdf）

https://www.meti.go.jp/shingikai/energy_environment/gx_league/pdf/002_04_00.pdf
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• 大和ハウスは、Scope３の削減目標を掲げ販売する商品のZEH対応を強化することや、自社

施設のZEB化を必須にするなどZEH・ZEBの普及を推進している。

参画要件②-B-5 Scope３の算定・目標設定

2024年9月GXスタジオ大和ハウス講演資料
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• 日本化学工業協会は2023年化学業界CFPガイドラインを策定。

• それを受けて、住友化学は自社向けにCFPを算定するツール「CFP-TOMO」を開発。業界で

のCFPの重要性の浸透のため、他社への無償提供を実施。

参画要件②-B-5 CFPの算定やScope３の算定・目標設定

2023年6月GXスタジオ住友化学講演資料



• 千葉銀行は、地域の中小・中堅・大企業ごとに企業規模や取組の進捗に合わせて、サステナブ
ル・ファイナンスを実施。

• 企業価値向上のためにサステナブル経営を取り入れたい企業や、取組を社外へ積極的に公表し
たい企業に対して、融資を行う「ちばぎんリーダーズローン」を導入。（第４回GXL研究会資
料）
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参画要件②-C-1 サステナブルファイナンス等の実施（金利優遇等）

第４回研究会本庄様提出資料（https://www.meti.go.jp/shingikai/energy_environment/gx_league/pdf/004_06_00.pdf）

https://www.meti.go.jp/shingikai/energy_environment/gx_league/pdf/004_06_00.pdf


• マニュライフインベストメントは、債券投資家として個社だけで無く、他業種他業態の企業の
統合報告書を確認し共通の課題を抽出、サプライチェーン関連類似エンゲージメントを実施。
（第４回GXL研究会資料）
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参画要件②-C-２ 金融機関等の支援機関によるエンゲージメント

第４回研究会押田様提出資料（https://www.meti.go.jp/shingikai/energy_environment/gx_league/pdf/004_05_00.pdf）

https://www.meti.go.jp/shingikai/energy_environment/gx_league/pdf/004_05_00.pdf


GX需要創出を後押しする施策例
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• 環境省では、「グリーン製品の需要創出等によるバリューチェーン全体の脱炭素化に向けた検
討会」において、 GX（グリーン）製品・サービスが有するGX価値の評価の考え方や、グリー
ン製品の販売実証を行っていくこと等について検討し、具体化に向けて取組を進めている。

• GX需要創造の観点から、今後、次期GXリーグと環境省の取組との連携を深めていく。
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GX価値の見える化に関する取組における環境省との連携

環境省バリューチェーン検討会

グリーン製品の需要創出等によるバリューチェーン全体の脱炭素化に向けた検討会（https://www.env.go.jp/council/valuechain_decarbonization/page_03_00002.html）

https://www.env.go.jp/council/valuechain_decarbonization/page_03_00002.html


• GXリーグでは、GX市場創造のためのルール形成の場として、ワーキング・グループを設置し、
業界の枠を超えた横断的な議論が行われてきた。

• その中で、NTTドコモビジネス株式会社、ユニ・チャーム株式会社、デロイトトーマツコンサ
ルティング合同会社の３社は、中間排出事業者を通じたグリーン市場創造検討ワーキング・グ
ループを２０２５年度に設立。

• 中間排出事業者が連携しながら、Scope３排出量の算定・可視化と削減活動が評価される仕組
みについて検討を進めている。
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サプライチェーンでのデータ連携に関する取組の推進

GXリーグHP （https://gx-league.go.jp/news/20250716/）

ワーキンググループの取組

https://gx-league.go.jp/news/20250716/


• トランジションファイナンス推進事業（トランジション・ボンド／ローンで資金調達をする際
に必要となる第三者評価の費用に対する補助）において、対象を個別事業だけでなく、サプラ
イチェーンの核となる大企業等が、サプライチェーン上の中小企業も活用できるような、フ
レームワークを策定するための費用に対しても支援を行う。

• そのうえで、採択事例として経済産業省のHPにて公表していく。
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サプライチェーンでのサステナブルファイナンス活用の拡大

令和７年度 温暖化対策促進事業費補助金（トランジション・ファイナンス推進事業）（https://www.teitanso.or.jp/tf7/） 第12回 トランジション・ファイナンス環境整備検討会（METI/経済産業省）

トランジション・ファイナンス推進事業 トランジション・ファイナンス環境整備検討会

https://www.teitanso.or.jp/tf7/
https://www.meti.go.jp/shingikai/energy_environment/transition_finance/012.html


• サーキュラーエコノミーの実現に向け産官学が有機的に連携する枠組みである、サーキュラー
パートナーズ（CPｓ）内においても次年度以降、ライフサイクルの観点から、排出量算定の検
討を実施予定。

• リサイクル材の原単位の算出など資源循環における排出量削減効果の見える化の方法について
検討し、CPｓとの連携を目指していく。

サーキュラーパートナーズ（CPs）との連携

サーキュラーパートナーズHP（https://www.cps.go.jp/ ）

サーキュラーパートナーズ（CPｓ）会員例

業種(中分類) 会員例

化学工業 旭化成株式会社、花王株式会社、株式会社カネカ、小林製薬株式会社、住友化学株式会社、帝人株式会社

サービス業 東洋エンジニアリング株式会社、株式会社日本総合研究所、株式会社三菱総合研究所

情報通信業 アスエネ株式会社、株式会社NTTデータグループ、KDDI株式会社、ソフトバンク株式会社、富士通株式会社

その他製造業 住友ゴム工業株式会社、積水化学工業株式会社、TOPPAN株式会社、三菱重工業株式会社

輸送用機械器具製造業 川崎重工業株式会社、トヨタ自動車、一般社団法人日本自動車工業会、ヤマハ発動機株式会社

繊維工業 サンローズ株式会社、東レ株式会社

食料品、飲料・たばこ・飼料製造業 アサヒ飲料株式会社、アサヒグループホールディングス株式会社、コカ・コーラ協会、日清食品ホールディングス株式会社

非鉄金属製造業 JX金属株式会社、住友電気工業株式会社、三菱マテリアル株式会社、株式会社LIXIL

卸売業、小売業 イオン株式会社、セブン＆アイ・ホールディングス、一般社団法人日本百貨店協会、株式会社良品計画

電気機械器具製造業 シャープ株式会社、ソニー株式会社、株式会社東芝、パナソニックホールディングス株式会社、株式会社日立製作所

電気・ガス業 株式会社JERA、電気事業連合会

建設業 株式会社大林組、大成建設株式会社

金融業、保険業 東京海上日動火災保険株式会社、株式会社日本政策投資銀行、農林中央金庫、株式会社三井住友フィナンシャルグループ

自治体 愛知県、大阪府、東京都、北九州市、神戸市 22

https://www.cps.go.jp/


• TCFDコンソーシアムは、社会的要請の高まりを受け、Scope３開示の課題と意義が投資家に
とって有用な情報となることを目指し、スコープ３ガイドブックを今年度末公表予定。

• スコープ３ガイドブックでは、Scope３の算定が企業にとって過剰な負担とならず、かつ意義
のある指標となるための開示や活用方法について、ひとつの考え方を示す。
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金融機関・投資家との連携（スコープ３ガイドブックの公表）

スコープ３ガイドブック

スコープ３ガイドブック中間論点整理（https://tcfd-consortium.jp/pdf/news/25072301/Scope3_emissions_J_202507.pdf）

https://tcfd-consortium.jp/pdf/news/25072301/Scope3_emissions_J_202507.pdf


利子補給事業

24

金融機関・投資家支援によるサプライチェーンの取組強化

バリューチェーン脱炭素促進利子補給事業HP（ https://greenfinanceportal.env.go.jp/policy_budget/esg/interest_subsidies.html）

• 環境省は、バリューチェーンにおける削減計画の策定等について企業と連携して取り組む金融
機関に対し、バリューチェーンに関わる中小企業等の脱炭素に資する設備投資の融資に対して
利子補給を行っている。

https://greenfinanceportal.env.go.jp/policy_budget/esg/interest_subsidies.html


• 経済産業省では、中小企業に対して地域の商工会議所、金融機関、自治体の支援機関等がＧＸ
に取り組む必要性メリット、具体的な取り組み方法等の助言をする際のノウハウの習得や地域
の支援体制の構築を目的とした、支援機関等の取組段階に応じた研修の実施している。
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中小企業に対する支援機関等のGX支援体制強化

中小企業に対する支援機関等のGX支援体制強化事業実施地域（https://www.meti.go.jp/policy/energy_environment/global_warming/SME/index.html）

中小企業に対する支援機関等のGX支援体制研修事業

https://www.meti.go.jp/policy/energy_environment/global_warming/SME/index.html
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